
○津市公契約条例

平成２９年１２月２１日条例第２２号

津市公契約条例

（目的）

第１条　この条例は、公契約における事業者間の競争の激化、落札価格の下落等による労働者の賃金その他の労働環境の悪化が懸念されるこ

とに鑑み、公契約に係る基本方針並びに本市及び受注者等の責務を定め、並びにこれらに基づく施策を実施することにより、労働者の労働環

境の確保、優良な事業者の育成及び地域経済の健全な発展を図り、もって労働者が労働意欲にあふれ、かつ、住民が豊かで安心して暮らす

ことのできる地域社会を実現することを目的とする。

（定義）

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

（１）　公契約　本市が発注する工事、製造その他の請負及び業務委託の契約並びに地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項

に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）と本市が締結する公の施設の管理に関する協定（以下「指定管理協定」という。）をいう。

（２）　労働者　次に掲げる者をいう。

ア　公契約に係る業務等に従事する労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第９条に規定する労働者（同居の親族のみを使用する事業又は

事務所等に使用される者及び家事使用人を除く。）（指定管理協定に係る業務等に従事する者にあっては、指定管理者が直接雇用し、か

つ、当該指定管理協定に係る公の施設に常駐するものに限る。）

イ　自らが提供する労務の対価を得るために請負又は業務委託の契約により公契約に係る業務に従事する者のうち、次のいずれにも該当

するもの（市長が適当と認める者に限る。）

（ア）　当該公契約に係る業務に使用する資材の調達を自ら行わない者

（イ）　当該公契約に係る業務に使用する建設機械その他の機械を自ら持ち込まない者

（３）　受注者等　受注者及び受注関係者をいう。

（４）　受注者　本市と公契約を締結する者をいう。

（５）　受注関係者　次に掲げる者をいう。

ア　下請契約、再委託契約等（以下「下請契約等」という。）により、公契約（指定管理協定を除く。イにおいて同じ。）に係る業務等の一部に携

わる事業者

イ　公契約に係る業務等に労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）第２条第

１号に規定する労働者派遣を行う者

（基本方針）

第３条　公契約に係る基本方針は、次のとおりとする。

（１）　労働者の適正な労働環境を確保すること。

（２）　品質及び適正な履行を確保すること。

（３）　入札及び契約の公正性、透明性及び競争性を確保すること。

（４）　不正行為を防止すること。

（５）　地域経済及び地域社会の健全な発展を図ること。

（本市の責務）

第４条　本市は、前条に定める基本方針に基づき、この条例の目的を達成するために必要な施策を講じなければならない。

２　本市は、受注者等が労働者の適正な労働環境を確保し、及び公契約を適正に履行するために必要な措置を講じなければならない。

３　本市は、公契約に関し説明責任を果たすとともに、不正行為を未然に防止し、並びに適正な契約行為及び履行が行われていることを明らかに

するために、公契約に関する情報の公表に努めなければならない。

４　本市は、公契約の性質及び目的を踏まえた適正な契約方法を選択しなければならない。

５　本市は、公契約の適正な履行及び良好な品質を確保するため、取引の実例価格、需給の状況等を考慮し、予定価格、納期その他の契約条

件が適切なものとなるよう努めなければならない。

６　本市は、予算の適正かつ合理的な執行に留意するとともに、地域経済の健全な発展のため、公契約に係る業務等の重要性、緊急性及び効率

性を考慮し、公契約の適正な発注に努めなければならない。

（受注者等の責務）

第５条　受注者等は、関係法令及びこの条例の規定を遵守しなければならない。

２　受注者等は、労働者の適正な労働環境の確保に努めなければならない。

３　受注者等は、労働者と対等な労使関係を構築するとともに、下請契約等を締結しようとするときは、下請契約等の相手方と対等な立場における

合意に基づいた適正な契約を行わなければならない。

４　受注者等は、下請契約等の相手方を選定するとき、又は資材等を調達するときは、地域経済の発展に配慮し、本市の区域内に主たる事務所

を有する事業者又は本市の区域内で生産された資材等を活用するよう努めなければならない。

５　受注者等は、公契約に携わる者として、社会的な責任を自覚し、公契約を適正に履行しなければならない。

６　受注者等は、第７条第１項の規定に基づき市長又は上下水道事業管理者（以下「市長等」という。）が行う報告の求め及び立入検査その他本

市が実施する公契約に関する施策に協力しなければならない。

（誓約）

第６条　受注者等は、自らが締結し、又は携わる公契約が規則で定める契約（以下「特定公契約」という。）に該当するときは、市長等に対し、労働

者の適正な労働環境の確保に関し規則で定める事項（以下「誓約事項」という。）について誓約しなければならない。

（労働報酬下限額）

第６条の２　市長は、特定公契約のうち規則で定めるものについて、津市職員の給与に関する条例（平成１８年津市条例第４２号）第７条第１項第

１号に掲げる行政職給料表の適用を受ける職員が初任給として受ける給料月額及びこれに対する地域手当の月額並びに社会情勢その他の



事情を勘案し、労働報酬下限額（受注者等が規則で定める労働者に支払う１時間当たりの報酬の下限とすべき額をいう。以下同じ。）を定める

ものとする。

２　市長は、労働報酬下限額を定めようとするときは、第１５条第１項に規定する津市公契約審議会（以下「審議会」という。）の意見を聴かなけれ

ばならない。

３　市長は、労働報酬下限額を定めたときは、これを告示するものとする。

（報告及び立入検査）

第７条　市長等は、この条例の規定又は誓約事項の遵守状況を確認するために必要があると認めるときは、受注者等に必要な報告を求め、又

はその職員に当該受注者等の事務所、事業所等に立ち入り、関係書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。

２　前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。

（是正措置）

第８条　市長等は、受注者等がこの条例の規定又は誓約事項に違反していると認めるときは、当該違反を速やかに是正するために必要な措置を

講ずることを命じなければならない。

２　受注者等は、前項の規定により違反を是正するために必要な措置を講ずることを命じられたときは、速やかに是正の措置を講じ、市長等に当

該措置の内容を報告しなければならない。

（労働者の申出等）

第９条　特定公契約に係る労働者は、受注者等がこの条例の規定又は誓約事項に違反している疑いがあると思料するときは、市長等にその旨を

申し出ることができる。

２　市長等は、前項の規定による申出（以下「違反申出」という。）の内容が、規則で定める関係法令に関する違反情報であるときは、必要に応じて

関係機関へ通報するものとする。

（相談窓口の設置）

第１０条　市長等は、違反申出に応じるため、相談窓口を設置するものとする。

（不利益取扱いの禁止）

第１１条　受注者等は、労働者が違反申出をしたことを理由として、当該労働者に対し、不利益な取扱いをしてはならない。

（労働者への周知）

第１２条　受注者等は、特定公契約に係る労働者に対し、次に掲げる事項（第３号に掲げる事項にあっては、規則で定める労働者に限る。）を業

務等が実施される現場の見やすい場所に掲示し、又は書面を交付する方法により周知しなければならない。

（１）　当該特定公契約の名称

（２）　受注者等の責務及び誓約事項

（３）　労働報酬下限額

（４）　違反申出に係る制度の概要及び第１０条に規定する相談窓口の連絡先

（公契約の解除等）

第１３条　市長等は、受注者等が次の各号のいずれかに該当するときは、当該公契約の解除、受注者等の指名停止等必要な措置を採ることが

できる。

（１）　第７条第１項の規定による報告を怠り、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは

質問に対して応答せず、若しくは虚偽の回答をしたとき。

（２）　第８条第１項の規定による命令に従わないとき。

（３）　第８条第２項の規定による報告を怠り、又は虚偽の報告をしたとき。

（４）　前３号に掲げるもののほか、この条例の規定に違反したとき。

（５）　誓約事項に違反したとき。

２　前項の規定により公契約を解除した場合において、受注者等に損害が生じても、本市はその損害を賠償する責任を負わない。

（損害賠償）

第１４条　受注者等は、前条第１項の規定による公契約の解除によって本市に損害が生じたときは、その損害を賠償しなければならない。ただし、

市長等がやむを得ない事由があると認めるときは、この限りでない。

（審議会の設置等）

第１５条　公契約の適切な運用を図るため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、審議会を置く。

２　審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。

（１）　この条例の施行状況に関する事項

（２）　この条例の目的を達成するための施策に関する事項

（３）　その他市長が必要と認める事項

３　審議会は、前項の規定による調査審議を行うほか、同項に規定する事項について、市長に意見を述べることができる。

（組織）

第１６条　審議会は、委員６人以内で組織する。

２　委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。

（１）　事業者団体関係者

（２）　労働者団体関係者

（３）　識見を有する者

（委員の任期）

第１７条　委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

２　委員は、再任されることができる。

（会長及び副会長）

第１８条　審議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により定める。

２　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。



３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。

（会議等）

第１９条　審議会の会議は、必要に応じて会長が招集し、会長が議長となる。

２　審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。

３　審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

４　審議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、その意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。

５　審議会の庶務は、総務部において処理する。

６　第１５条から前項までに定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。

（委任）

第２０条　この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

附　則（令和４年１２月２２日条例第４０号）

１　この条例は、令和５年４月１日から施行する。

２　改正後の津市公契約条例の規定は、この条例の施行の日以後に公告その他の契約の申込みの誘引が行われる契約について適用し、同日

前に公告その他の契約の申込みの誘引が行われた契約については、なお従前の例による。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



○津市公契約条例施行規則

平成３０年３月３０日規則第２２号

津市公契約条例施行規則

（趣旨）

第１条　この規則は、津市公契約条例（平成２９年津市条例第２２号。以下「条例」という。）第２０条の規定に基づき、条例の施行に関し必要な事

項を定めるものとする。

（定義）

第２条　この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。

（特定公契約）

第３条　条例第６条の規則で定める契約は、次に掲げる契約とする。

（１）　工事又は施設修繕の請負契約

（２）　次に掲げる業務の委託契約

ア　清掃業務

イ　人的警備業務

ウ　施設の管理業務

エ　設備の運転管理業務又は保守業務

オ　測量業務、調査業務又は設計業務

カ　運送業務又は運搬業務（本市の公用車を使用する業務に限る。）

キ　人材派遣業務

ク　その他市長が指定する業務

（３）　指定管理協定

（誓約事項）

第４条　条例第６条の規則で定める事項は、次に掲げる事項（第７号及び第８号に掲げる事項にあっては、次条に規定する労働報酬下限額適用

契約に限る。）とする。

（１）　第８条に掲げる関係法令（次号において単に「関係法令」という。）を遵守すること。

（２）　関係法令に違反し、関係機関から是正勧告等があった場合は、直ちに市長等へ報告すること。

（３）　条例第７条第１項の規定による報告の求め及び立入検査に対し、誠実に対応すること。

（４）　労働者が条例第９条第１項の規定による申出（以下「違反申出」という。）をしたことを理由に、当該労働者に対し、解雇その他の不利益な

取扱いをしないこと。

（５）　労働者に対し、条例の内容について周知すること。

（６）　労働者の賃金水準の引上げに関する措置が講じられる場合は、下請契約等の請負契約金額の見直し、労働者の賃金の引上げ等につい

て適切に対応すること。

（７）　第４条の３に規定する労働者（次号において「対象労働者」という。）に労働報酬下限額以上の報酬を支払うこと。

（８）　対象労働者（建設工事において現場を管理する者を除く。）の労働時間、労働報酬額等を記載した台帳を市長等が指定する日までに市長

等に提出すること。

（９）　市長が行う施策に協力すること。

（労働報酬下限額適用契約）

第４条の２　条例第６条の２第１項の特定公契約のうち規則で定めるものは、次の各号に掲げる契約の区分に応じ、当該各号に定める要件に該

当するもの（以下「労働報酬下限額適用契約」という。）とする。

（１）　請負契約　次のいずれかに該当するもの

ア　予定価格が１億５，０００万円以上であること。

イ　総合評価落札方式による競争入札において市長が別に定める低入札価格調査を経て締結したものであること。

（２）　委託契約　予定価格（予定価格が月額の場合にあっては、当該月額に１２（履行期間が１２月に満たない場合にあっては、当該履行期間

の月数）を乗じて得た額）が１，０００万円以上であって、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の２第１項各号のいずれかに

該当するものとして締結する随意契約（同項第８号（再度の入札に付し落札者がないときに限る。）に該当するものとして締結する随意契約

を除く。）でないもの

（３）　指定管理協定　初年度における指定管理料（初年度に係る指定管理協定の有効期間が１２月に満たない場合にあっては、当該指定管理

料を当該有効期間の月数で除して得た額に１２を乗じて得た額）が１，０００万円以上であって、公募により指定管理者の指定を行ったもの

（労働報酬下限額対象労働者）

第４条の３　条例第６条の２第１項及び第１２条の規則で定める労働者は、労働報酬下限額適用契約に係る労働者のうち、次に掲げる要件のい

ずれにも該当するものとする。

（１）　最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）第７条の規定による最低賃金の減額の特例を受けていないこと。

（２）　労働報酬下限額適用契約に従事した時間が１月当たり３０分以上あること。

（報告及び立入検査）

第５条　条例第７条第１項の規定による報告の求めは、労働環境等報告要求書（第１号様式）により行うものとする。

２　条例第７条第１項の規定による報告は、市長等が指定する日までに労働環境等報告書（第２号様式）により行わなければならない。

３　条例第７条第２項に規定する身分を示す証明書は、身分証明書（第３号様式）とする。

（是正措置）

第６条　条例第８条第１項の規定による命令は、是正措置命令書（第４号様式）により行うものとする。

２　条例第８条第２項の規定による報告は、市長等が指定する日までに是正措置報告書（第５号様式）により行わなければならない。



（違反申出等）

第７条　条例第９条第２項に規定する違反申出は、労働環境等申出書（第６号様式）に事実を証する資料を添付して行わなければならない。

２　市長等は、違反申出をした労働者に対し、対応結果を報告するときは、労働環境等の申出に対する報告書（第７号様式）により行うものとする。

（関係法令）

第８条　条例第９条第２項の規則で定める関係法令は、次に掲げる法令とする。

（１）　健康保険法（大正１１年法律第７０号）

（２）　労働基準法（昭和２２年法律第４９号）

（３）　厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）

（４）　下請代金支払遅延等防止法（昭和３１年法律第１２０号）

（５）　最低賃金法

（６）　中小企業退職金共済法（昭和３４年法律第１６０号）

（７）　労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）

（８）　雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和４７年法律第１１３号）

（９）　雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）

（１０）　労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）

（１１）　労働契約法（平成１９年法律第１２８号）

（１２）　建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律（平成２８年法律第１１１号）

（１３）　前各号に掲げる法律に基づく命令

（委任）

第９条　この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

この規則は、平成３０年４月１日から施行する。

附　則（令和５年３月２４日規則第１２号）

１　この規則は、令和５年４月１日から施行する。

２　改正後の第３条から第４条の３までの規定は、この規則の施行の日以後に公告その他の契約の申込みの誘引が行われる契約について適用

し、同日前に公告その他の契約の申込みの誘引が行われた契約については、なお従前の例による。

第１号様式（第５条関係）



第２号様式（第５条関係）



第３号様式（第５条関係）



第４号様式（第６条関係）



第５号様式（第６条関係）



第６号様式（第７条関係）



第７号様式（第７条関係）





○四日市市公契約条例

平成２６年１０月６日条例第１７号

（目的）

第１条　この条例は、公契約に係る基本的な事項を定め、市及び受注者等の責務を明らかにすることにより、労働者が安心して暮らすことのでき

る適正な労働条件の確保及び事業の質の向上を図ることを目的とする。

（定義）

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

（１）　公契約　市が発注する工事若しくは製造その他についての請負契約又は物件の買入れその他の契約をいう。

（２）　市長等　市長及び地方公営企業の管理者をいう。

（３）　受注者等　公契約を受注し、又は受注しようとする者及び市以外の者から公契約に係る業務の一部を請け負い、又は請け負おうとする者

をいう。

（４）　労働者　次のいずれかに該当する者をいう。

ア　労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第９条に規定する労働者であって、受注者等に雇用され、公契約に係る業務に従事するもの。ただ

し、同居の親族のみを使用する事業又は事務所に雇用される者を除く。

イ　自らが提供する労務の対価を得るために公契約に係る業務を請け負う者

（市の責務）

第３条　市は、公契約において、透明性、公正性及び競争性を確保するものとする。

２　市は、この条例の目的を達成するため、適正な価格による公契約の推進その他の施策を実施するものとする。

（受注者等の責務）

第４条　受注者等は、この条例の目的を達成するため、公契約に関し、適正な価格による契約を行わなければならない。

２　受注者等は、この条例の趣旨を尊重し、市が実施する公契約に関する施策に協力しなければならない。

３　受注者等は、公契約に携わる者として社会的な責任を自覚し、建設業法（昭和２４年法律第１００号）、製造委託等に係る中小受託事業者に対

する代金の支払の遅延等の防止に関する法律（昭和３１年法律第１２０号）その他関係法令を遵守しなければならない。

（一部改正〔令和７年条例４０号〕）

（公契約の適正化）

第５条　市長等は、公契約の締結にあたっては、公正な競争環境のもと、契約の性質又は目的を踏まえ、適正な契約方法を採用するものとす

る。

２　市長等は、公契約における入札その他契約手続の透明性を確保するとともに、不正行為の防止を徹底するために必要な措置を講じるものとす

る。

３　受注者等は、公契約に係る業務の一部を他の者に請け負わせる契約（以下「下請契約」という。）を締結しようとするときは、その相手方に対し

この条例を説明し理解を得た上で、下請契約の相手方と対等な立場における合意に基づいた適正な契約を行わなければならない。

（適正な履行及び良好な品質の確保）

第６条　市長等は、公契約の適正な履行及び良好な品質を確保するため、価格、品質、納期、保証その他の適正な契約条件を定めるものとす

る。

２　受注者等は、公契約に係る事業の良好な品質の確保及び社会的価値の向上に努めなければならない。

３　受注者等は、公契約を履行するにあたり、適正な履行体制を確保しなければならない。

４　市長等は、特に必要と認めた公契約について、当該公契約の受注者等に対し、前項の履行体制について、調査を行うことができる。

５　市長等は、前項の調査の結果、是正が必要であると認めるときは、必要な措置をとるべき旨の指導を行うことができる。

（適正な労働条件の確保）

第７条　受注者等は、労働基準法、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）その他関係法令を遵守し、労働者の適正な労働条件を確保しなけれ

ばならない。

２　市長等は、特に必要と認めた公契約について、当該公契約の受注者等に対し、前項の労働条件の確保について報告を求めることができる。

３　市長等は、前項の報告を受け、必要があると認めるときは、調査を行うとともに必要な措置をとるべき旨の指導を行うことができる。

（施策の検討）

第８条　市長は、必要に応じて、この条例の施行の状況を勘案しつつ、公契約に係る業務に従事する労働者の適正な労働条件の確保及び事業

の質の向上を図る施策について検討するものとする。

２　市長は、前項の規定による検討を行うに当たり、次条に規定する四日市市公契約審議会の意見を聴くものとする。

（公契約審議会）

第９条　市は、公契約に係る労働条件の確保及び事業の質の向上を図るために、四日市市公契約審議会（以下「審議会」という。）を置く。

２　審議会は、次の各号に掲げる事項について調査審議し、又は意見を述べることができる。

（１）　この条例の施行状況に関すること。

（２）　この条例の目的を達成するための施策に関すること。

（３）　その他市長が必要と認めた事項に関すること。

３　審議会は、６人以内の委員で組織する。

４　委員は、事業者、労働者及び学識経験を有する者のうちから、市長が委嘱する。

５　委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。

６　委員は、再任されることができる。

（委任）

第１０条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附　則



この条例は、平成２７年１月１日から施行する。

附　則（令和７年１２月２３日条例第４０号）

この条例は、令和８年１月１日から施行する。



○四日市市公契約条例施行規則

平成２６年１２月２６日規則第５５号

（趣旨）

第１条　この規則は、四日市市公契約条例（平成２６年条例第１７号。以下「条例」という。）第１０条の規定に基づき、条例の施行について必要な

事項を定めるものとする。

（適正な履行体制の調査）

第２条　条例第６条第４項に規定する公契約は、設計金額が５０万円以上の工事の請負契約とする。

（適正な労働条件の確保に関する報告）

第３条　条例第７条第２項に規定する公契約は、次の各号のいずれかに該当する契約とする。

（１）　予定価格が１億円以上の工事の請負契約

（２）　予定価格が１，０００万円以上の業務委託契約

第４条　条例第７条第２項に規定する報告の内容は、次の各号に掲げる事項とする。

（１）　就業規則等、労働条件全般の規定に関すること。

（２）　賃金台帳等、賃金に関すること。

（３）　健康診断等、労働安全衛生に関すること。

（４）　当該契約の業務に従事する労働者の最低労働賃金単価

２　条例第７条第２項に規定する報告を求められた受注者等は、別記様式により市長等に報告しなければならない。

（一部改正〔令和３年規則４３号〕）

（公契約審議会の会長等）

第５条　条例第９条第１項に規定する四日市市公契約審議会（以下「審議会」という。）に会長を置き、委員の互選により定める。

２　会長は、審議会を代表し、議事その他の会務を総理する。

３　会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指定した委員がその職務を代理する。

（会議）

第６条　審議会の会議は、会長が招集する。

２　審議会の会議は、委員の半数以上が出席し、かつ、事業者、労働者及び学識経験を有する者である各委員のうちそれぞれ１名以上が出席し

なければ、会議を開くことができない。

３　審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

（秘密の保持）

第７条　委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。

（庶務）

第８条　審議会の庶務は、総務部調達契約課において処理をする。

（審議会の運営）

第９条　前４条に定めるもののほか、審議会の運営について必要な事項は、会長が審議会に諮って定める。

附　則

この規則は、平成２７年１月１日から施行する。

附　則（令和２年５月２８日規則第４３号）

この規則は、令和２年６月１日から施行する。

附　則（令和３年５月３１日規則第４３号）

（施行期日）

１　この規則は、令和３年６月１日から施行する。

（四日市市申請書等の押印の取扱いの特例に関する規則の一部改正）

２　四日市市申請書等の押印の取扱いの特例に関する規則（令和３年四日市市規則第３２号）の一部を次のように改正する。

〔次のよう〕略

附　則（令和６年３月６日規則第１０号）

この規則は、令和６年４月１日から施行する。

附　則（令和７年３月２８日規則第３０号）

この規則は、令和７年４月１日から施行する。

別記様式

（全部改正〔令和７年規則３０号〕）










